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～若年女性はなぜ故郷をあとにするのか～

▼研究の概要（背景・目標）
１ 宮古市の転出超過は、高校生が就職及び進学する
タイミングで最も大きくなっており、特に一度転出し
た若年女性（定義上は15~34歳の女性）の多くが再度

転入していないことが判明。だが、宮古市が行った評
価及び検証では、若年女性が転出超過となっている要
因の詳細な分析までには至っていない。

２ 本研究は、こうした要因を分析するとともに、宮
古市として女性の社会増に向けて、どのような施策が
有効なのかを検討。

▼研究の成果（結論・考察）
１ 性別・年齢階層でみれば、岩手県の場合、 20～24

歳の転出数が最大規模だが、 同階層に次いで、15～
19歳及び25～29歳もまた、 転出数の多い年齢階層と

なるなど、「性別を問わず、幅広い若年世代の転出
超過」が極めて顕著な状況。

２ 単純に「若年女性の東京圏への流出」といわれる
状況とは異なり、その転出先は、岩手県内移動が最
も多く、次いで東京圏、他地域、宮城県と、極めて
多様であり、必ずしも「東京一極集中」ではない。
ただし、岩手県内移動に限定すれば、「盛岡一極集
中」という実態が鮮明。

３ インタビューも含めて分析すれば、転出理由も、
勉学や仕事のやりがいを求めるものであったり、伸
び悩む収入を増やそうとするものであったりと、や
はり多様だが、やりがいや収入を含めた「故郷での
選択肢の少なさ」が、流出の最大要因ともいえる。

▼研究の内容（方法・経過）
１ 宮古市から転出した若年者へのインタビューによ
り情報を収集するとともに、統計データの分析も加え、
転出した理由や、今後の宮古市との関係性などについ
てどのような意識を抱いているかを分析。

２ この分析結果をもとに、今後、宮古市の人口減少、
特に若年女性の転出超過に歯止めをかける有効な政策
を検討し提言。

▼おわりに（まとめ・今後の展開）
１ 若年女性の転出状況に対応する施策を展開する場合、多様な流出の実態や要因に応じた、きめ細かい施策を
推進すべき。すべてを包括するような施策は、決して効果的ではないし、これで現状を変えることも容易では
ない。

２ これまでの実態分析を踏まえ、今後は具体的にどのような施策が有効なのか、新たな研究パートナーと連携
しつつ、政策提言に向けた調査・分析を企図。
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各市町村の若年女性の県内転出先（2021年）


